
 

 

埼玉県介護支援専門員法定研修実施機関指定要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法施行規則(平成十一年厚生省令第三十六号)

第百十三条の四第三項、第百十三条の十六第三項、第百十三条の十八第三

項、第百四十条の六十八の二第二項の規定、介護支援専門員資質向上事業

実施要綱（平成二十六年七月四日付け厚生労働省老健局長通知）に基づき、

厚生労働大臣が定める介護支援専門員等に係る研修（以下「介護支援専門

員法定研修」という。）を実施する機関の指定に関し、必要な事項を定め

るものとする。 

 （指定要件等） 

第２条 介護保険法（平成九年法律第一二三号）第六十九条の三十三第一項

の規定による介護支援専門員法定研修の研修実施機関の指定は、その指定

を受けようとする者（以下「申請者」という。）の申請により、行うもの

とする。 

２ 知事は、申請者が次の各号を満たすと認められる場合に限り、事業者と

して指定を行うものとする。 

 一 介護支援専門員法定研修の実施に関する事務（以下「研修事務」とい

う。）を適正かつ継続的に実施する能力があると認められること。 

 二 次に掲げる義務を適正に履行できると認められること。 

  イ 埼玉県手数料条例（平成十二年埼玉県条例第九号）第三条の十一、

十二、十三、十五、及び十六に規定する手数料の額と同額の受講料で

研修を実施すること。 

    ただし、埼玉県介護支援専門員研修支援事業費補助金交付要綱で定

める受講料の軽減対象とする受講者については、軽減額を差し引いた

額を受講料として研修を実施すること。 

ロ 研修の課程並びに講師の氏名、履歴及び担当科目を変更するとき、

又は当該事業を廃止するときは、あらかじめ、当該変更に係る内容及

び時期又は当該廃止の時期並びに理由を記載した書面を添えて、知事

の承認を受けること。 

  ハ 申請者の名称、主たる事務所の所在地、その代表者の氏名若しくは

住所、介護支援専門員法定研修の名称、研修を行う施設の所在地又は

申請者の定款、寄附行為等若しくはその登記事項を変更するときは、

あらかじめ、当該変更に係る内容、時期及び理由を知事に届け出るこ

と。 

  ニ 介護支援専門員法定研修を修了した者について、研修を修了した者

の氏名、生年月日、介護支援専門員の登録番号、研修受講の開始年月

日及び修了年月日を記載した名簿を作成し、これを知事に報告するこ



 

 

と。 

  ホ 当該指定に係る事業計画書を作成し、これを知事に提出し、及び当

該事業の終了後、速やかに、当該事業の実績を知事に報告すること。 

  ヘ 研修事務の実施に関して知事が当該事業に関する情報の提供、当該 

事業の内容の変更その他の必要な指示を行った場合に、当該指示に従 

うこと。 

 （指定の申請） 

第３条 介護支援専門員法定研修の実施機関の指定を受けようとする者は、

様式第１号の指定申請書を知事に提出するものとする。 

 （指定の決定） 

第４条 知事は、前条の申請があったときは、その指定の可否を決定し、様

式第２号の通知書により申請者に通知する。 

２ 指定期間は３年間とする。ただし、指定期間の最終年度に始まる実務研

修は、当該研修の開始時点において知事が指定した介護支援専門員法定研

修の実施機関（以下「指定研修実施機関」という。）が翌年度終了時まで

実施する。 

 

 （事業計画書等）  

第５条  第２条第２号ホの規定による事業計画の提出又は事業実績

の報告は、様式第３号又は様式第４号により行うものとする。  

２  前項の事業計画は、受講者の募集又は案内等を開始する日の２か

月前までに提出するものとする。なお、指定期間の初年度における

事業計画は、別に定める指定研修実施機関の選定に当たり、申請者

が提出する事業計画書を当該事業計画とみなす。  

３  知事は、第１項の事業計画の内容を審査し、必要に応じて計画変

更を求めるものとする。  

 （修了者名簿） 

第６条 指定研修実施機関は、第２条第２号ニの名簿を永久保存し、解散又

は清算する場合には、これを知事に引き継ぐものとする。 

 （指定内容の変更及び廃止） 

第７条 第２条第２号ロの申請は、様式第５号により行うものとする。 

２ 第２条第２号ハの届出は、様式第６号により行うものとする。 

３ 知事は、第１項の申請があったときは、変更又は廃止の可否を決

定し、様式第７号の通知書により申請者に通知する。  

 （秘密保持義務等） 

第８条 指定研修実施機関（その者が法人である場合にあっては、その役員）

若しくはその職員又はこれらの職にあった者は、研修事務に関して知り得

た秘密を漏らしてはならない。 



 

 

 （監督命令等） 

第９条 知事は、研修事務の適正な実施を確保するため必要があると認める

ときは、指定研修実施機関に対し、研修事務に関し監督上必要な命令をす

ることができる。 

 （報告及び検査） 

第１０条 知事は、研修事務の適正な実施を確保するため必要があると認め

るときは、指定研修実施機関に対し、研修事務の状況に関し必要な報告を

求め、又は調査することができる。 

 （指定の取消し） 

第１１条 知事は、指定研修実施機関が、次の各号のいずれかに該当する場

合においては、第４条の指定を取り消すことができる。 

 一 不正な手段により第４条の指定を受けたとき。 

 二 第９条の命令に違反したとき。 

三 第２条各号の要件を満たすことができなくなったと認められるとき。 

２ 前項の指定取消を行った場合には、様式第８号により通知する。 

 （その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、研修事務の実施に関し必要な事項

は、知事が別に定める。 

 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１８日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年１２月２０日から適用する。 

 

 



 

 

様式第１号 

埼玉県介護支援専門員法定研修 

実施機関指定申請書 

 

                          第     号 

                          年  月  日 

（宛先）  

 埼玉県知事          

 

 

                 団 体 名 

                 代表者名             

                 所 在 地 

                 電話番号 

 

 

 埼玉県介護支援専門員法定研修実施機関の指定を受けたいので、下記の書

類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名及び住

所 

２ 研修の名称 

３ 研修を行う施設の所在地 

４ 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等 

５ 当該申請に係る事業の開始予定年月日 

６ 当該申請の日の属する事業年度及び翌事業年度における事業計画書 

７ 当該申請に係る事業に係る資産の状況 

８ 受講料その他研修の受講者から受領する金額及び当該金額の算出基礎 

９ 研修の課程並びに講師の氏名、履歴及び担当科目 

10 その他指定に関し必要があると認める事項



 

 

様式第２号 

埼玉県介護支援専門員法定研修 

実施機関指定（不指定）通知書 

 

                         第     号 

                         年  月  日 

 

 申請団体名 

  代表者名         様 

 

 

               埼玉県知事             

 

 

   年  月  日  第  号で申請のあった埼玉県介護支援専門員法

定研修実施機関指定申請書については、下記のとおり決定する。 

 

記 

 

 埼玉県介護支援専門員法定研修実施機関に指定する(指定しない)。 

 

(指定しない理由) 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第３号 

年度 埼玉県介護支援専門員法定研修 

事業計画書 

 

第     号 

                          年  月  日 

（宛先）  

 埼玉県知事          

 

 

                 団 体 名 

                 代表者名              

                 所 在 地 

                 電話番号 

 

    年 月 日 第   号で指定を受けた埼玉県介護支援専門員法定

研修について、 年度事業計画書を提出します。 

 

１ 研修の実施 

(1) 研修日時 

(2) 研修会場の名称及び所在地並びに当該施設の使用権原を証する書類又

は当該書類の写し（当該書類等の添付が困難な場合は、施設の確保に努

めている状況） 

(3) 研修の課程、日程、講師、内容及び時間等 

(4) 研修修了の認定方法 

(5) 研修修了証明書の作成及び交付方法 

(6) 事業に係る収支予算書 

(7) 受講手数料その他、研修受講生から受領する金額及び当該金額の算出

基礎 

(8) 研修担当者の配置等研修当日の実施体制 

 

２ 研修修了者名簿その他の書類の作成及び保管方法 



 

 

様式第４号 

年度 埼玉県介護支援専門員法定研修 

事業実績報告書 

 

第     号 

                          年  月  日 

（宛先）  

 埼玉県知事          

 

 

                 団 体 名 

                 代表者名           

                 所 在 地 

                 電話番号 

 

 

    年 月 日 第   号で指定を受けた埼玉県介護支援専門員法定

研修について、 年度事業実施報告を下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 受講者数 

２ 修了者数 

３ 修了者名簿（紙・磁気媒体・その他             ） 

４ 修了証の発行完了日   年 月 日 

５ 研修実施期間   年 月 日～ 年 月 日 

６ 研修会場 

７ 研修収支決算書 



 

 

様式第５号 

埼玉県介護支援専門員法定研修 

変更・廃止承認申請書 

 

                          第     号 

                          年  月  日 

（宛先）  

 埼玉県知事          

 

 

                 団 体 名 

                 代表者名           

                 所 在 地 

                 電話番号 

 

 

 埼玉県介護支援専門員法定研修における下記事項について変更・廃止した

いので申請します。 

 

記  

 

変更・廃止する事項 変更・廃止の内容及び時期 変更・廃止の理由 

 （変更前） 

 

 

 

 

 

（変更後） 

 

 

 

 

 ※ 参考書類がある場合は、添付してください。



 

 

様式第６号 

埼玉県介護支援専門員法定研修 

変更届 

 

                          第     号 

                          年  月  日 

（宛先）  

 埼玉県知事          

 

 

                 団 体 名 

                 代表者名           

                 所 在 地 

                 電話番号 

 

 

 埼玉県介護支援専門員法定研修における下記事項について変更したいので

届出ます。 

 

記  

 

変更する事項 変更の内容及び時期 変更の理由 

 （変更前） 

 

 

 

 

 

（変更後） 

 

 

 

 

 ※ 参考書類がある場合は、添付してください。



 

 

様式第７号 

埼玉県介護支援専門員法定研修 

変更・廃止承認等通知書 

 

                         第     号 

                         年  月  日 

 

 申請団体名 

  代表者名         様 

 

 

               埼玉県知事          

 

 

   年  月  日  第  号で申請のあった埼玉県介護支援専門員法

定研修における下記事項について変更・廃止を承認（不承認）する。 

 

記  

 

１  変更・廃止する事項、内容及び時期  

 

２  不承認の場合は、その理由  

 



 

 

様式第８号 

埼玉県介護支援専門員法定研修 

指定機関取消通知書 

 

                         第     号 

                         年  月  日 

 

 申請団体名 

  代表者名         様 

 

 

               埼玉県知事              

 

 

   年  月  日  第  号で申請のあった埼玉県介護支援専門員法

定研修指定機関の取消を決定する。 

 

 

(取消理由) 

 

 

 

 

 

 

 


